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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回 次 第97期 第98期 第99期 第100期 第101期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 (百万円) 64,939 59,387 58,756 59,758 57,241

経常利益 (百万円) 696 57 1,097 908 879

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) △682 △1,101 567 471 196

包括利益 (百万円) ― ― 637 577 398

純資産額 (百万円) 37,466 36,304 36,927 37,421 37,632

総資産額 (百万円) 64,407 62,778 61,625 60,188 60,002

１株当たり純資産額 (円) 436.26 422.95 430.64 434.86 437.11

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △7.95 △12.84 6.61 5.51 2.29

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ─ ― ― ―

自己資本比率 (％) 58.1 57.8 59.9 61.9 62.4

自己資本利益率 (％) ― ─ 1.6 1.3 0.5

株価収益率 (倍) ― ─ 19.2 28.0 101.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,775 2,422 3,761 3,276 3,204

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,463 △3,312 △3,319 △652 △876

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △707 △185 △6 △2,674 △187

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 8,990 7,914 8,349 8,298 10,438

従業員数 (名) 1,835 1,816 1,788 1,808 1,748

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、第99期、第100期及び第101期は潜在株式が存在しないため、第97期及

び第98期は１株当たり当期純損失を計上しており、また、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３　第97期及び第98期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失を計上しているため、記載してお

りません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回 次 第97期 第98期 第99期 第100期 第101期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 (百万円) 63,147 57,591 56,610 50,468 48,949

経常利益 (百万円) 422 33 805 644 695

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) △680 △875 487 553 207

資本金 (百万円) 13,898 13,898 13,898 13,898 13,898

発行済株式総数 (千株) 86,267 86,267 86,267 86,267 86,267

純資産額 (百万円) 36,616 35,678 36,217 36,657 36,856

総資産額 (百万円) 63,788 62,384 61,007 58,772 58,912

１株当たり純資産額 (円) 426.71 416.02 422.78 427.95 430.34

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
6.00

（4.00)
─

（─)
2.00
（─)

2.00
（─)

2.00
（─)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △7.92 △10.21 5.69 6.46 2.43

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ─ ― ― ―

自己資本比率 (％) 57.4 57.2 59.4 62.4 62.6

自己資本利益率 (％) ― ─ 1.4 1.5 0.6

株価収益率 (倍) ― ─ 22.3 23.8 96.1

配当性向 (％) ― ─ 35.2 31.0 82.5

従業員数 (名) 1,412 1,380 1,408 1,378 1,339

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、第99期、第100期及び第101期は潜在株式が存在しないため、第97期及

び第98期は１株当たり当期純損失を計上しており、また、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３　第97期及び第98期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失を計上しているため、記

載しておりません。
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２ 【沿革】

明治44年３月川口印刷所として創立。

昭和18年３月川口印刷株式会社に改組。

昭和19年５月帝国印刷株式会社に商号変更。

昭和22年９月図書印刷株式会社に商号変更。

昭和23年５月学校図書株式会社(現・連結子会社)を設立し、教科書出版事業に進出。

昭和24年５月東京証券取引所に株式を上場。

昭和29年11月製版・印刷・製本を一貫生産できる原町工場(静岡県沼津市)を開設。(現沼津工場)

昭和45年３月凸版印刷株式会社と業務提携契約を締結。

昭和47年10月旧本社ビル(東京都港区)建設。

昭和57年10月関西図書印刷株式会社(現・連結子会社)を設立。

昭和62年11月本社事務所を港区三田から港区高輪に移転。

平成元年３月 図書製本株式会社を設立。

平成４年６月 沼津第二工場(静岡県沼津市)を開設。

平成11年９月川越工場(埼玉県川越市)を開設。

平成12年９月読売新聞大阪本社と神戸地区における新聞印刷に関する業務委託契約を締結、新聞印刷

事業に進出。

平成13年11月関西図書印刷株式会社神戸工場(神戸市北区)を開設。(新聞印刷工場)

平成15年２月読売新聞大阪本社と京都地区における新聞印刷に関する業務委託契約を締結。

平成15年５月川越工場・沼津工場がISO14001の認証を取得。

平成16年４月関西図書印刷株式会社京都工場(京都府八幡市)を開設。（新聞印刷工場）

平成17年６月図書印刷グループの全事業所でISO14001の認証を取得。

平成18年３月プライバシーマークの認証を取得。

平成18年５月川越工場二期工事竣工。

平成18年５月沼津工場がＦＳＣ－ＣＯＣの認証を取得。

平成18年10月川越工場がＦＳＣ－ＣＯＣの認証を取得。

平成19年４月株式会社トッパングラフィック王子を吸収合併。

平成19年10月凸版印刷株式会社を引受先とする第三者割当増資を実施。凸版印刷株式会社が当社の親

会社となる。

平成19年11月学校図書株式会社の株式を取得。当社の子会社となる。

平成21年12月北区東十条の本社ビル建設が完了し、港区三田から北区東十条に本社を移転。

平成23年３月読売新聞大阪本社と連結子会社関西図書印刷株式会社が、同社茨木工場の新聞印刷に関

する業務委託契約を締結。

平成23年４月関西図書印刷株式会社茨木工場(大阪府茨木市)を開設。(新聞印刷工場)

平成23年５月ＰＥＦＣ－ＣＯＣの認証を全社で取得。

平成25年４月図書製本株式会社を吸収合併。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、図書印刷株式会社(当社)及び関係会社４社(親会社１社、連結子会社３社)で構成されて

おり、出版印刷物及び商業印刷物の製造販売を主な事業内容としております。当社グループの事業に係わる

位置づけは以下のとおりであります。

なお、次の２事業は「第５　経理の状況　１(1)連結財務諸表　注記事項(セグメント情報)」に掲げるセグ

メント情報の区分と同一であります。

印刷事業

(出版印刷物・商業印刷物)

…… 当社が製造販売しております。

なお、一部の作業工程について、連結子会社関西図書印刷㈱、図書

製本㈱に委託しております。

また、関西図書印刷㈱は㈱読売新聞大阪本社より新聞印刷を受託

しております。

出版事業 …… 学校図書㈱は、教科書等を中心とした書籍の製作・販売を行って

おります。

　

事業の系統図は次のとおりであります。

　

　
(注)　平成25年４月１日付で図書製本㈱は、当社と合併いたしました。本合併により、図書印刷㈱が存続会社となり、図書

製本㈱は解散いたしました。
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４ 【関係会社の状況】

平成25年３月31日現在

名　称 住　所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有
(被所有)
割合
(％)

関係内容

役員の兼任

資金援助 営業上の取引 設備の賃貸借当社
役員
(名)

当社
従業員
(名)

(親会社) 　 　 　 　 　 　 　 　 　
凸版印刷㈱
(注１)

東京都
台東区

104,986印刷事業他 (51.8) 1 ―   ― 印刷物等の販売 土地の賃借

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

関西図書印刷㈱
(注４)

大阪府
茨木市

30製版、印刷 65.0 2 1
貸付金
あり

製版、印刷及び
製本加工を委託

土地・建物・
機械等の賃貸

図書製本㈱
(注２)

東京都
北区

95製本、加工 100.0 1 3 ―
製本、加工及び
梱包業務を委託

土地・建物・
機械等の賃貸

学校図書㈱
(注３)

東京都
北区

50
教科書等の
編集、出版

50.9 2 ―
貸付金
あり

印刷物等の販売 建物の賃貸

(注) １　有価証券報告書の提出会社であります。

２　特定子会社であります。

３　債務超過会社であり、債務超過額は758百万円(平成25年３月末現在)であります。

４　関西図書印刷(株)については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％

を超えております。

    主要な損益情報等  ①  売上高       8,157百万円

                      ②  経常利益       218百万円

                      ③  当期純利益     108百万円

                      ④  純資産額  　   559百万円

                      ⑤  総資産額     2,122百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成25年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

印刷事業 1,678

出版事業 70

合　計 1,748

(注)　従業員数は就業人員であります。
　

(2) 提出会社の状況

平成25年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

1,339 39.9 16.8 5,896

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　提出会社の従業員は、印刷事業に従事するものであります。
　

(3) 労働組合の状況

当社の労働組合として、図書印刷労働組合があり、平成25年３月31日現在における組合員数は1,248名

であります。図書印刷労働組合は当社の連結子会社である図書製本㈱（組合員数131名）の組合員もその

構成員としており、上記の組合員数に含んでおります。

労働条件その他に関する労使交渉関係事項は、平成24年12月に締結した労働協約に基づいて円満に行

われております。

図書印刷労働組合は、日本労働組合総連合会(連合)の構成組織である印刷情報メディア産業労働組合

連合会に加盟しております。

連結子会社である学校図書㈱は、日本出版労働組合連合会に属し、従業員の単一の組合を組織しており

ます。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、欧州債務危機問題の長期化など世界経済の停滞や長引く円高

の影響により、厳しい状況が継続しました。しかしながら、昨年末に誕生した新政権への期待感から株価

が上昇するなど、国内経済は徐々に回復の兆しを見せ始めております。

印刷業界におきましては、商業印刷市場では広告宣伝費が前年と比較し回復傾向となりましたが、出版

印刷市場は書籍、雑誌ともに振るわずマイナス成長が続き、依然として厳しい経営環境が継続しました。

このような状況の中で当社グループは、「売上の拡大」「総合品質保証」「コスト削減」の３つの基

本方針に基づき、事業領域の拡大、経営基盤の強化に努めるとともに、次世代を見据えた「人財の育成」

にも全力を挙げて取組んでまいりました。

「売上の拡大」に向けては、顧客や品種毎に設定した重点分野への徹底的な拡販による市場シェア拡

大や、ＢＰＯプロジェクトによる顧客業務のアウトソーシング受託など、印刷周辺への事業領域の拡大を

図ってまいりました。

「総合品質保証」においては、製造設計重視の品質保証機能を強化し、お客様に満足いただける品質や

サービスを提供してまいりました。

また、上製本部門の集約や沼津工場改修による場内物流効率化を進め、生産効率の向上とコスト削減に

努めてまいりました。

以上のように、経営全般にわたる諸施策を実施しました結果、当連結会計年度における売上高は572億

４千１百万円（前期比4.2％減）、営業利益は４億９千２百万円（前期比6.4％減）、経常利益は８億７千

９百万円（前期比3.1％減）、当期純利益は１億９千６百万円（前期比58.3％減）となりました。

　

セグメント別の売上概況は、次のとおりであります。

(印刷事業)

　印刷事業セグメントは、出版印刷部門と商業印刷部門から構成されております。

出版印刷部門では、書籍、雑誌ともに減少した結果、当部門の売上高は388億５千万円(前年同期比6.3％

減)となりました。

商業印刷部門では、カタログ・パンフレット、ＰＯＰなどが増加した結果、当部門の売上高は162億５千８

百万円(前年同期比6.7％増)となりました。

(出版事業)

出版事業では、教科書指導書の販売が減少した結果、当事業の売上高は21億３千２百万円(前年同期比

30.7％減)となりました。
　
　

(注)消費税等の処理方法は税抜方式によっているため、記載している金額には消費税等は含まれておりません。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における「現金及び現金同等物」は、前連結会計年度末に比べ21億４千万円増加し、

104億３千８百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度末に比べ７千１百万円減少し、32億４百万円となりま

した。主なものは売上債権の減少18億６千２百万円に加え、減価償却費の計上17億８千８百万円によるも

のであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、前連結会計年度末に比べ２億２千３百万円増加し、８億７千６百万円

となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出11億９千４百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、前連結会計年度に比べ24億８千７百万円減少し、１億８千７百万円と

なりました。これは主に配当金の支払１億７千１百万円によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

印刷事業 55,097 △2.9

出版事業 2,132 △30.8

合計 57,230 △4.4

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、販売価格によっております。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

印刷事業 55,053 △3.1 2,134 △2.5

出版事業 2,132 △30.7 ― ―

合計 57,186 △4.5 2,134 △2.5

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

印刷事業 55,108 △2.8

出版事業 2,132 △30.7

合計 57,241 △4.2

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

株式会社読売新聞大阪本社 6,973 11.7 6,730 11.8

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当社グループは、「売上の拡大」「総合品質保証」「コスト削減」の具体的な取組みとして、販売促進

機能やソリューション営業力の強化を進め、既存分野のシェア拡大を図ってまいります。あわせてＢＰＯ

や店頭販促など印刷周辺への拡販を推し進めるとともに、シニア層向け分野や環境・省エネ関連分野な

ど今後の成長が期待できる分野へのアプローチを強化し、市場変化に対応した事業領域の拡大を図って

まいります。

また、製造設計機能のさらなる向上や工程間コミュニケーションを活発化するなど、お客様の要望にき

め細やかにお応えする「作品づくり」を推進し、品質保証体制を強化してまいります。

さらに、主力生産設備の更新やグループ内の生産リソースを最大限活用することにより、生産効率の向

上を図るとともに、迅速な意思決定によるスピード経営を加速してまいります。

以上の施策とあわせ、これらの課題を実現する原動力となる人財育成に注力することで、経営基盤を一

層強化してまいります。

　

４ 【事業等のリスク】

(1) 出版印刷市場の動向

当社グループの売上高は約７割を書籍、雑誌等の出版印刷物に依存しておりますが、出版市場は少子化

や携帯端末の普及による書籍離れ等により、回復の兆しが見えない状況が続いております。当社グループ

におきましてもデジタルコンテンツの受注拡大、書籍印刷の小ロット・短納期への対応を促進しており

ますが、今後の出版市場の動向に的確な対応ができない場合、当社グループの業績に悪影響が生じる可能

性があります。

(2) 商業印刷市場の動向

商業印刷市場では、広告や販促物の媒体が、インターネットや電子カタログなど多様化しております。

当社グループは、デジタルビジネスへの対応を進めておりますが、今後、広告や販促物の主体がインター

ネットやデジタル媒体へ急速に移行し、紙媒体の需要が大幅に減少した場合、当社グループの業績に悪影

響が生じる可能性があります。

(3) 原材料費・動力費の変動

当社グループの主要材料である用紙やインキの価格や電力料金等の動力費は、市況等のさまざまな要

因により変動します。今後、原材料の仕入価格や動力費が著しく上昇し、原材料及び動力費以外のコスト

削減でカバーできない場合や販売価格への転嫁ができない場合、当社グループの業績に悪影響が生じる

可能性があります。

(4) 情報セキュリティと個人情報保護

当社グループは、ネットワークやサーバーの障害、人的ミスによる情報の紛失・漏洩を防止するため

「情報セキュリティ管理規程」に則りセキュリティ管理体制の整備を行っております。また、「プライバ

シーマーク」の認証を取得し、個人情報の安全かつ正確な管理体制の構築に努めております。しかし、何

らかの原因で障害事故や漏洩事故が発生した場合、社会的な信用失墜や事後対応コストの発生により当

社グループの業績に悪影響が生じる可能性があります。

(5) 法的規制への対応

当社グループは事業を行うにあたり、製造物責任法、個人情報保護法、環境関連諸法令等さまざまな法

的規制を受けております。今後これらの規制が強化、あるいは新たに制定された場合、事業活動に対する

制約の拡大や変化に対応するための負荷やコストの増加により当社グループの業績に悪影響が生じる可

能性があります。
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(6) 災害リスク

当社グループでは、地震、風水害、その他の事故・災害による被害を最小限に抑えるため、建物や主要設

備に、防火、免震・耐震対策等を実施するとともに、生産拠点の分散化を図っておりますが、巨大地震など

想定を超える災害が発生した場合、当社グループの業績に悪影響が生じる可能性があります。

　

(注)将来に関する事項については、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

　

　該当事項はありません。

　
６ 【研究開発活動】

当社グループは、印刷業界における急速なデジタル化及び標準化の進展に対応し、研究開発活動を推進

し、生産基盤の強化及び新ビジネス開発を行っております。

主な研究開発活動として、プリプレス・印刷・製本加工等の各部門の品質向上、コスト削減、付加価値

創出へ向けた研究開発を進めております。

プリプレス部門では、製版自動面付システムの機能を拡張し、作業の更なる効率化を図りました。また、

色校正の色調安定化・効率化を目的とした大型インキジェットプリンタを導入し、印刷物と同等な色見

本が得られるよう各種調整、改良を実施しました。

印刷部門では、印刷物の日常的管理方法を見直すとともに、色見本に対する色再現精度の向上を図り、

安定した高い品質の印刷物の効率的な生産を実現しております。また、当社は平成23年度に「Japan

Color 2007標準印刷認証」を取得しておりますが、より精度が求められる「マッチング認証」を沼津工

場で取得し、当社の品質への信頼向上に努めました。

製本加工部門では、本の開きが良く強度に優れたＰＵＲ（ポリウレタンリアクティブ）製本を推進し

ていますが、堅牢さを確保するため、背の部分の切断方法を改良しました。品質が評価され、採用数が増加

しております。

また、お客様の業務の一部を受託するＢＰＯ業務の基盤を整備し業務の拡大を図っております。特に印

刷会社の得意技術であるレイアウト技術を用いたＷｅｂ簡易組版システムを拡張し、お得意様の業務効

率化に役立てていただいております。今後も積極的に、印刷周辺業務に対応したシステム開発を推進して

いきます。

なお、当連結会計年度の研究開発費は83百万円です。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。この連結財務諸表の作成にあたって、連結決算日における貸借対照表の残高、当連

結会計年度における損益計算書の数値に影響を与える見積りは、主に退職給付引当金、貸倒引当金、賞与

引当金、有価証券、繰延税金資産等であり、継続して評価を行っております。

なお、見積り及び判断については、会計基準に基づき、過去の実績や現況に応じて合理的と考えられる

方法等により行っておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため異なる場合がありま

す。

(2) 経営成績の分析

当社グループの当連結会計年度の売上高は前連結会計年度に比べ4.2％減少の572億４千１百万円、営

業利益は6.4％減少の４億９千２百万円、経常利益は3.1％減少の８億７千９百万円、当期純利益は58.3％

減少の１億９千６百万円となりました。

① 売上高

印刷事業セグメントは、出版印刷部門と商業印刷部門から構成されております。

出版印刷部門では、書籍、雑誌ともに減少した結果、当部門の売上高は388億５千万円(前年同期比

6.3％減)となりました。

商業印刷部門では、カタログ・パンフレット、ＰＯＰなどが増加した結果、当部門の売上高は162億５

千８百万円(前年同期比6.7％増)となりました。

出版事業では、教科書指導書の販売が減少した結果、当事業の売上高は21億３千２百万円(前年同期

比30.7％減)となりました。

② 売上原価、販売費及び一般管理費

売上原価については、前連結会計年度より19億７千９百万円減少し、488億４千５百万円となりまし

た。これは主に、材料費、外注費等が減少したことによるものです。

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度より５億３百万円減少し、79億３百万円となりました。こ

れは主に、役員報酬及び給料手当の減少によるものです。

③ 営業外収益、営業外費用

営業外収益については、前連結会計年度より１百万円減少し、４億１千１百万円となりました。

営業外費用は、前連結会計年度より７百万円減少し、２千４百万円となりました。

④ 特別利益、特別損失

特別利益は、前連結会計年度に比べ１千２百万円増加し、１千５百万円となりました。これは主に、固

定資産売却益の増加によるものです。

特別損失は前連結会計年度に比べて３億７百万円増加し、３億８千８百万円となりました。これは主

に、固定資産除売却損の増加によるものです。
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(3) 財政状態の分析

① 流動資産

流動資産は、前連結会計年度末に比べ１億９千３百万円増加し、301億７千３百万円となりました。こ

れは主に、現金及び預金の増加、受取手形及び売掛金の減少によるものです。

② 固定資産

固定資産は、前連結会計年度末に比べ３億７千９百万円減少し、298億２千８百万円となりました。こ

れは主に、繰延税金資産の減少によるものです。

③ 流動負債

流動負債は、前連結会計年度末に比べ13億９千６百万円減少し、173億５千８百万円となりました。こ

れは主に、１年内返済予定の長期借入金の減少によるものです。

④ 固定負債

固定負債は、前連結会計年度末に比べ９億９千８百万円増加し、50億１千１百万円となりました。こ

れは主に、長期借入金の増加によるものです。

⑤ 純資産

純資産は、前連結会計年度末に比べ２億１千１百万円増加し、376億３千２百万円となりました。これ

は主に、その他有価証券評価差額金の増加によるものです。

(4) キャッシュ・フローの分析

「第２ 事業の状況」の「１ 業績等の概要」の「(2) キャッシュ・フローの状況」に記載しておりま

す。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資額は、ソフトウェアへの投資を含め、19億１千４百万円（消費税等抜

き）で、主に設備の更新によるものであります。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成25年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

工具器具
備品

合　計

沼津工場
(静岡県沼津市)

印刷事業 印刷設備他 1,958 1,214
4,463

（54,235)
79 7,715287

川越工場
(埼玉県川越市)

印刷事業 印刷設備他 2,571 1,080
2,574

（14,859)
10 6,237104

城北工場
(東京都北区)

印刷事業 印刷設備他 802 319 ― 4 1,126136

プリプレスセンター
(東京都板橋区）

印刷事業 製版設備他 11 24 ― 42 79 156

神戸工場
(神戸市北区)

印刷事業 工場建物 1,027 3 ― 3 1,035―

沼津工場製本棟
(静岡県沼津市)

印刷事業 製本設備他 210 165
190

(2,978)
0 566 ―

本社・営業所等
(東京都北区他)

印刷事業 本社建物他 3,688 17 ― 88 3,795656

その他
(横浜市鶴見区他)

全社資産 その他設備 319 ―
2,026

（3,848)
1 2,347―

合　計 　 　 10,5912,825
9,254

（75,920)
231 22,9041,339

(注) １　投下資本の金額は有形固定資産の帳簿価額であり、建設仮勘定は含んでおりません。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

３　上記中神戸工場は関西図書印刷㈱に、沼津工場製本棟は図書製本㈱にそれぞれ賃貸しております。

　　　 ４　上記中城北工場は平成25年３月31日付で閉鎖しております。

５　上記の他、主要な賃借及びリース設備は、下記のとおりであります。

事業所名 セグメントの名称 設備の内容
年間賃借及びリース料

(百万円)
摘　要

本社及び城北工場
(東京都北区)

印刷事業 土地 267賃借

６　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2) 国内子会社

平成25年３月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)

セグメント

の名称
設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業

員数

(名)
建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡)

工具器具

備品
合　計

関西図書印刷㈱
本社他

(大阪府茨木市)
印刷事業 印刷設備 816 2 ― 1 820195

図書製本㈱
本社他

(東京都北区)
印刷事業 製本設備 ― 1 ― 0 1 144

学校図書㈱
本社他

(東京都北区)
出版事業 その他 0 0

0
(1)

0 1 70

合　計 　 　 　 816 3
0
(1)

2 823409

(注) １　投下資本の金額は有形固定資産の帳簿価額であり、建設仮勘定は含んでおりません。

２　現在休止中の設備はありません。

３　図書製本㈱は平成25年４月１日付で当社と合併いたしました。本合併により、図書印刷㈱が存続会社となり、図

書製本㈱は解散いたしました。

４　上記の他、連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。

会社名
事業所名

(所在地)

セグメントの

名称
設備の内容

年間賃借料

(百万円)
　

関西図書印刷㈱
神戸工場

(神戸市北区)
印刷事業 土地及び印刷設備 493　

関西図書印刷㈱
京都工場

(京都府八幡市)
印刷事業 土地及び印刷設備 520　

関西図書印刷㈱
茨木工場

(大阪府茨木市)
印刷事業 建物及び印刷設備 1,329　

５　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

会社名
事業所名

(所在地)

セグメントの

名称
設備の内容

投資予定額
資金

調達方法
着手年月

完了予定

年月

完成後の

増加能力

(月産)
総額

(百万円)

既支払額

(百万円)

図書印刷㈱
沼津工場

(静岡県沼津市)
印刷事業 印刷設備他 2,750 616自己資金

平成24年

１月

平成27年

3月
(注)１

(注) １　完成後の増加能力については、受注内容によって個々に作業内容を異にし、その種類が複雑多岐にわたるため、

一定の生産能力を算定し正確な稼働率を算定することが困難なため、記載を省略しております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種　類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種　類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成25年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内　容

普通株式 86,267,80886,267,808
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 86,267,80886,267,808― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成19年４月１日(注)１ 9,800 74,871 ― 11,898 ― 10,992

平成19年10月12日(注)２11,396 86,267 1,999 13,898 1,999 12,992

(注) １　当社は、株式会社トッパングラフィック王子との合併に伴い新株式を発行しております。

　　合併比率については、株式会社トッパングラフィック王子の株式１株に対し、当社の株式1.225株を割当交付し

ております。

２　第三者割当増資による増加　

　　発行価格　　　　　　　　　　351円

　　資本組入額　　　　　　1,999百万円

　　割当先　　　　 　凸版印刷株式会社
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(6) 【所有者別状況】

平成25年３月31日現在

区　分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 24 24 120 53 1 4,5464,768 ―

所有株式数
(単元)

― 11,141 727 52,2742,000 1 19,42185,564703,808

所有株式数
の割合(％)

― 13.02 0.85 61.09 2.34 0.00 22.70100.00 ―

(注) １　自己株式621,333株は、「個人その他」に621単元、「単元未満株式の状況」に333株含まれております。

２　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が８単元含まれております。

　
(7) 【大株主の状況】

平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住　所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

凸版印刷㈱ 東京都台東区台東1-5-1 44,004 51.00

日本マスタートラスト信託銀行㈱
（退職給付信託口・ＤＩＣ㈱口）

東京都港区浜松町2-11-3 6,129 7.10

東洋インキＳＣホールディングス
㈱

東京都中央区京橋2-3-13 2,315 2.68

図書印刷従業員持株会 東京都北区東十条3-10-36 2,158 2.50

図書印刷共栄会 東京都北区東十条3-10-36 1,412 1.63

三井住友信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内1-4-1 1,398 1.62

㈱学研ホールディングス 東京都品川区西五反田2-11-8 1,011 1.17

㈱兼子 静岡県静岡市清水区興津中町990 863 1.00

日本トラスティ・サービス信託銀
行㈱（信託口）

東京都中央区晴海1-8-11 853 0.98

ＣＢＮＹ　ＤＦＡ　ＩＮＴＬ　ＳＭ
ＡＬＬ　ＣＡＰ　ＶＡＬＵＥ　ＰＯ
ＲＴＦＯＬＩＯ（常任代理人シ
ティバンク銀行㈱）

ＵＳＮＹ　388　ＧＲＥＥＮＷＩＣＨ　ＳＴＲ
ＥＥＴ，ＮＹ，ＮＹ　10013，ＵＳＡ（品川
区東品川2-3-14）

777 0.90

計 ― 60,923 70.62

(注) １　日本マスタートラスト信託銀行㈱(退職給付信託口・ＤＩＣ㈱口)の所有株式は、ＤＩＣ㈱から委託された信託

財産であり、議決権行使の指図者はＤＩＣ㈱です。

２　日本マスタートラスト信託銀行㈱、日本トラスティ・サービス信託銀行㈱の所有株式は、全て信託業務に係る

株式です。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年３月31日現在

区　分 株式数(株) 議決権の数(個) 内　容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　　 621,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　84,943,000 84,943 ―

単元未満株式 普通株式　　 703,808 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 86,267,808 ― ―

総株主の議決権 ― 84,943 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が8,000株（議決権８個）が含

まれております。

２　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式が333株含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成25年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

図書印刷株式会社
東京都北区東十条3-10-36621,000 ― 621,000 0.72

計 ― 621,000 ― 621,000 0.72

　
(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。
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(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区　分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 11,555 1

当期間における取得自己株式 2,452 0

（注）　当期間における取得自己株式には、平成25年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

　
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区　分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他（単元未満株式の買い増し
請求による売渡）

855 0 ― ―

保有自己株式数 621,333 ― 623,785 ―

（注）　当期間における保有自己株式数には、平成25年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

株主の皆様へ安定した配当を継続することを最重要政策の一つとして位置づけるとともに、企業体質

強化のための内部留保にも配慮しながら総合的に決定することを基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機

関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

内部留保資金は、財務体質強化並びに機動的な資本政策遂行の為に充当してまいります。

当連結会計年度末の配当金は、期末配当金を一株当たり２円としております。

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。

　

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成25年６月27日
定時株主総会決議

171 ２

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回　次 第97期 第98期 第99期 第100期 第101期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

最高(円) 284 271 191 180 236

最低(円) 201 132 85 115 116

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月　別 平成24年10月 11月 12月 平成25年１月 ２月 ３月

最高(円) 130 135 137 150 149 236

最低(円) 116 120 129 134 128 140

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役　名 職　名 氏　名 生年月日 略　歴 任　期
所有
株式数
(千株)

代表取締役
社長

　 沖　津　仁　彦 昭和19年８月29日生

昭和42年４月 凸版印刷㈱入社

(注)３ 177

平成14年６月 同社取締役

平成17年６月 同社常務取締役

平成19年４月 当社入社、顧問

平成19年６月 当社代表取締役社長(現任)

専務取締役
全社営業
統轄

川　田　和　照 昭和33年９月30日生

昭和57年４月 当社入社

(注)３ 27

平成17年４月 当社出版営業統括本部第六営業本

部長

平成20年４月 当社出版営業統括本部長

平成20年６月 当社取締役

平成23年６月 当社常務取締役

平成25年６月 当社専務取締役(現任)

専務取締役

人事労政　本
部長兼
ＣＳＲ本部
長

髙　坂　範　之 昭和30年12月26日生

昭和54年４月 凸版印刷㈱入社

(注)３ 14

平成13年４月 同社情報出版事業本部総務部長

平成20年４月 当社入社、人事労政本部長兼人事

部長

平成21年４月 当社人事労政本部長兼総務部長

平成21年６月 当社取締役

平成23年６月 当社常務取締役

平成25年６月 当社専務取締役(現任)

取締役　　　　　
相談役

　 足　立　直　樹 昭和14年２月23日生

昭和37年４月 凸版印刷㈱入社

(注)３ 44

平成５年６月 同社取締役

平成７年６月 同社常務取締役

平成９年６月 同社専務取締役

平成10年６月 同社代表取締役副社長

平成12年６月 同社代表取締役社長

平成17年６月 当社取締役

平成19年６月 当社取締役相談役(現任)

平成22年６月 凸版印刷㈱代表取締役会長(現任)

取締役 財務本部長 矢　野　誠　之 昭和32年12月６日生

昭和56年４月 凸版印刷㈱入社

(注)３ 22

平成15年４月 同社本社経理部長

平成16年４月 同社情報出版事業本部経理部長

平成22年４月 当社入社、経理部長

平成23年４月 当社財務本部長兼資金部長

平成23年６月 当社取締役(現任)

取締役

常務執行役員
生産統括本部
長及びプリプ
レス本部担当

宮　川　典　久 昭和27年12月23日生

昭和50年４月 凸版印刷㈱入社

(注)３ 10

平成20年４月 同社商印・出版製造事業部生産管

理本部長

平成22年４月 当社入社、生産統括本部長

平成23年６月 当社常務執行役員生産統括本部長

及びプリプレス本部担当

平成25年６月 当社取締役(現任)
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常勤監査役 　 矢　部　隆　三 昭和18年３月28日生

昭和40年４月 凸版印刷㈱入社

(注)４ 21

平成12年６月 同社取締役

平成15年６月 同社常務取締役

平成17年６月 同社専務取締役

平成20年６月 同社取締役副社長

平成22年６月 当社常勤監査役(現任)

常勤監査役 　 菱　沼　義　富 昭和30年７月12日生

昭和53年４月 凸版印刷㈱入社

(注)５ 11

平成17年４月 同社財務本部資金部長

平成17年７月 同社財務本部経理部長

平成21年８月 同社情報コミュニケーション事業

本部経理部長

平成24年４月 当社入社、顧問

平成24年６月 当社常勤監査役(現任)

監査役 　 北　村　信　彦 昭和19年11月10日生

昭和45年３月 公認会計士登録

(注)５ 28

平成７年７月 北村信彦公認会計士事務所開設

(現在に至る)

平成15年６月 前田道路㈱社外監査役(現任)

平成16年６月 当社監査役(現任)

監査役 　 辻　　清　司 昭和22年６月18日生

昭和47年９月 凸版印刷㈱入社

(注)６ ５
平成18年６月 同社取締役

平成22年６月 同社常務取締役

平成23年６月 当社監査役(現任)

計 359

(注) １　当社は、凸版印刷㈱との間に印刷加工の委託及び受託等の取引があります。

２　監査役矢部隆三、北村信彦及び辻清司は、社外監査役であります。

３　平成25年６月27日開催の定時株主総会終結の時から２年間。

４　平成22年６月29日開催の定時株主総会終結の時から４年間。

５　平成24年６月28日開催の定時株主総会終結の時から４年間。

６　平成23年６月29日開催の定時株主総会終結の時から４年間。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、「印刷技術を核とした情報産業の担い手として、あらゆるお客様に信頼され評価される企業

経営を通して、文化の向上と社会の発展に貢献する」との企業理念のもと、株主をはじめとしたステー

クホルダーとの円滑な関係を維持するとともに、持続的な成長を図るため、以下の３点をコーポレート

・ガバナンスの基本方針としております。

1.経営基盤の強化による健全性の確保

2.法令と企業倫理の遵守、情報セキュリティの強化、環境マネジメントの充実ならびにリスクマネジ

メントの推進

3.透明性を重視した適時・適切な情報開示

　②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

　イ.コーポレート・ガバナンス体制の状況（提出日現在）

当社は、監査役会設置会社であり、社外監査役３名を含む監査役４名で構成された監査役会が、取

締役会に対して監視・監督を行っております。また、「図書印刷グループリスク管理規程」に基づ

き、リスクマネジメント委員会を設置することで、損失の発生の未然防止、ならびに、顕在化したリス

クに関する対応策の水平展開に努めております。あわせて、内部監査部門の内部監査室と内部統制部

門のＣＳＲ推進部が各部門のコーポレート・ガバナンスの運営状況について適法性・妥当性を適宜

チェックすることで、ガバナンスの強化を図っております。
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　ロ.会社の機関の基本説明

＜取締役・取締役会・各種会議＞

重要事項の決定および業務執行の監督機関として、取締役会を設置し、定時取締役会として毎月１

回、その他必要に応じて臨時取締役会を開催しております。また、取締役会で決議すべき事項に関す

る事前協議の場として、取締役及び常勤監査役を構成員とする経営会議を毎月１回、その他業務執行

に係る計画および実績の報告等を行う目的として、取締役、常勤監査役及び経営幹部が参加する執行

役員会を毎月１回開催しております。

＜監査役・監査役会＞

取締役の職務執行の監査機関として、監査役会を設置しております。監査役会は、中立・公正な立

場で、独立性を確保した社外監査役３名を含む４名で構成されており、監査役会を月１回、その他必

要に応じて臨時監査役会を開催しております。監査役監査につきましては、年次の監査方針、監査計

画等に基づき、通常は常勤監査役２名が実施し、その他必要に応じて非常勤監査役２名も参加してお

ります。あわせて、各監査役は、職務分担に則り、取締役会、経営会議、執行役員会及びその他各種重要

会議に出席し意見を述べるなど日常業務におけるガバナンス体制の強化に努めております。

　ハ.リスクマネジメント体制

当社は、「図書印刷グループリスク管理規程」に基づき、職務の執行に際して予想される損失を未

然に防止するため、必要な対策や教育を実施しております。

さらには、全社リスクマネジメント委員会と部門リスクマネジメント委員会を設置し、リスク管理

を推進すると同時に、各担当取締役は、主管する事業上のリスクを適切に把握するため、定期的なリ

スクの洗出しを行い、層別化し、そのリスクに基づく重大な損失の危険の発生を、未然に防止するた

めの措置を講じております。

万一、多大な損失および信用を失墜するような不祥事等企業価値を大きく毀損するような重大な

事態が発生する恐れのある事象が生じた場合には、委員会の委員長および担当取締役は、関係部門や

代表取締役社長と協議し、対応するとともに、必要に応じて経過・対応策・再発防止策を取締役会で

報告しております。

また、反社会的勢力との取引によるリスクを防止するため、「反社会的勢力排除方針」を策定し、

従業者に周知徹底しております。さらに、反社会的勢力からの接近があった場合に備えて、各事業所

に不当要求防止責任者を選任し、外部専門機関との連携の強化および情報収集を行っております。

　ニ.コンプライアンス

当社は、コンプライアンス基本規程として「行動指針」を定め、この周知徹底を図ることで使用人

の職務の執行の適法性を確保しております。そのために、コンプライアンスを推進するＣＳＲ推進部

を設置し、法令順守体制の維持・向上と法令順守意識の高揚に努めております。

また、「職務分掌・権限規程」を策定し、各職務を明確にしております。加えて、内部監査室を設置

し、「内部監査規程」にもとづいて、業務執行状況を監査し、その結果を代表取締役および監査役に

報告する体制を構築しております。

さらに、法律事務所を窓口とした内部通報制度である「図書印刷ヘルプライン」を設置し、法令違

反の早期発見と迅速かつ適切な対応を行っております。
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　ホ.内部監査・監査役監査の状況

当社は、内部監査機関として内部監査室（４名）を設置しております。内部監査室は、内部監査計

画に基づき、経営監査、内部統制監査および業務監査を実施しております。監査結果については、代表

取締役および監査役に随時報告し、必要に応じて改善提言を行っております。

監査役監査につきましては、年次の監査方針、監査計画等に基づき、通常は常勤監査役２名が実施

し、その他必要に応じて非常勤監査役２名が実施しております。あわせて、各監査役は、職務分担に則

り、取締役会、経営会議、執行役員会及びその他各種重要会議に出席し意見を述べるなど日常業務に

おけるガバナンス体制の強化に努めております。なお、監査役のうち、常勤監査役菱沼義富氏は、長年

にわたり経理業務の経験を重ね、財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

さらに当社は、内部統制部門であるＣＳＲ推進部、内部監査室および監査役で適宜意見交換を行

い、緊密な連携を図るとともに、会計監査人との情報の共有化を促進するために、監査役および内部

監査室と会計監査人とで適宜意見交換や情報の聴取を行っております。

　ヘ.会計監査人

当社は有限責任 あずさ監査法人に会計監査を依頼しております。

なお、当社と有限責任 あずさ監査法人及び業務執行社員との間には、特別な利害関係はありませ

ん。

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名

指定有限責任社員　業務執行社員　佐藤孝夫 有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員　業務執行社員　鳥生　裕 有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員　業務執行社員　武田良太 有限責任 あずさ監査法人

(注) 監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士４名、その他７名であります。
　

　

　③社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

　イ．社外取締役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

当社は、監査役会設置会社であり、監査役会は社外監査役３名を含めた４名で構成されておりま

す。各監査役は、適法適正な監査業務と併せて、当業界における豊富な知識と経験や財務的な専門性

から、取締役に対し大局的な視点で経営全般についての提言を行っております。外部のチェックとい

う観点では、社外監査役３名により、客観的な視点での経営監視体制が確保されております。そのた

め、当社は、社外取締役を選任しておりません。
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　ロ．社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

＜会社との関係＞

当社の監査役会は、４名で構成されており、そのうち社外監査役は３名であります。

矢部隆三氏は、当社の親会社であり、かつ、取引先である凸版印刷㈱の元取締役であり、当業界の経

験も豊富であり、その見識により、当社業務全般に渡って中立・公正な意見を期待できるものと判断

しております。

北村信彦氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有する

ものであることから、社外監査役に選任しております。なお、同氏は、前田道路㈱の社外監査役を兼任

しております。また、同氏は、当社や関係会社、大株主企業、主要な取引先の出身者等ではないことか

ら、高い独立性を有していると判断したため、東京証券取引所有価証券上場規程第436条の2に定める

独立役員として、同取引所に届け出ております。

辻清司氏は、当社の親会社であり、かつ、取引先である凸版印刷㈱の元取締役であり、当業界の経験

も豊富であり、その見識により、当社業務全般に渡って中立・公正な意見を期待できるものと判断し

ております。

凸版印刷㈱との資本的関係、取引関係については、「第５　経理の状況」の「１　連結財務諸表等」

の「関連当事者情報」に記載しております。

前田道路㈱と当社とは特別な利害関係はございません。

＜社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準又は方針の内容＞

当社は、社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準又は方針を定めておりませ

んが、㈱東京証券取引所が定める独立役員の要件や社外監査役に必要とされる経験・見識等の有無

などを総合的に考慮したうえで、当社の経営から独立して監督又は監査できる者を社外監査役とし

て選任しております。

＜社外監査役の主な活動＞

社外監査役(３名)は、取締役会、監査役会に出席するほか、代表取締役との定期的な会合に出席し、

独立的な立場から適宜それらに対する提言、助言を実施しております。また、会計監査人、内部監査機

関等と意見交換を実施するなど緊密に連携を図り、適正な監査に努めております。

社外監査役のうち、常勤監査役(１名)は、監査方針、監査計画等に基づき取締役の職務の執行状況

についての業務監査および会計監査の適正性の検証を行っております。また、内部統制システムの構

築および運用の状況を日常的に監視し、検証しております。

非常勤監査役(２名)は、監査役会に出席し、常勤監査役からの監査実施状況の報告聴取を受けると

ともに、経営全般に対する客観的かつ公正な監査を行っております。

＜社外監査役の取締役会等への出席の状況＞

氏名

取締役会 監査役会 代表取締役との会合

出席回数(回) 出席率（％) 出席回数(回) 出席率（％) 出席回数(回) 出席率（％)

矢部隆三 19/19 100 14/14 100 2/2 100

北村信彦 18/19 95 14/14 100 2/2 100

辻　清司 18/19 95 14/14 100 2/2 100

(注) 1.矢部隆三氏は、平成22年６月29日開催の第98回定時株主総会において、社外監査役に選任されました。

2.辻清司氏は、平成23年６月29日開催の第99回定時株主総会において、社外監査役に選任されました。　

3.北村信彦氏は、平成24年６月28日開催の第100回定時株主総会において、社外監査役に再任されました。　
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　④役員報酬等

　イ．提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の人数

区分
報酬等の総額　　　　
　　　　　　　　　　　　（百

万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
役員の人数
（人）

基本報酬
ストックオプ
ション

賞与 退職慰労金

取締役 154 97 ― 26 30 6

監査役
(社外監査役を除く）

16 14 ― ― 2 2

社外監査役 27 25 ― ― 2 3

(注) 1.当社は社外取締役を選任しておりません。

2.取締役の報酬等の総額には使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まれておりません。

　

　ロ．提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額

連結報酬額等の総額が１億円以上である者が存在しないので、記載しておりません。

　

　ハ．役員の報酬等の額の決定に関する基本方針

平成18年６月29日開催の第94回定時株主総会において、取締役の報酬額は年額300百万円以内（ただ

し、使用人兼務取締役の使用人の分給与は含まない）、監査役の報酬額の年額60百万円以内とご承認い

ただいております。

　

　⑤取締役の定数

当社の取締役は18名以内とする旨を定款で定めております。

　

　⑥取締役の選任の決議要件

当社は取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及びその選任決議は、累積投票によらない

ものとする旨を定款に定めております。

　

　⑦株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

イ.自己株式の取得

当社は、自己の株式の取得について、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第

２項の規定により、取締役会の決議をもって自己の株式を取得することができる旨を定款に定めて

おります。

ロ.取締役の責任免除

当社は、職務の遂行にあたって期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の

規定により、任務を怠ったことによる取締役(取締役であった者を含む)の損害賠償責任を、法令の限

度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めております。

ハ.監査役の責任免除

当社は、職務の遂行にあたって期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の

規定により、任務を怠ったことによる監査役(監査役であった者を含む)の損害賠償責任を、法令の限

度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めております。
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ニ.会計監査人の責任免除

当社は、職務の遂行にあたって期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の

規定により、任務を怠ったことによる会計監査人(会計監査人であった者を含む)の損害賠償責任を、

法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めております。

ホ.中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、取締役会の決議によって、毎年９月30日を

基準日として中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

　

　⑧株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法309条第２項に定める決議は、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっ

て行う旨を定款に定めております。

　

　⑨株式の保有状況

イ.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　 銘柄数 28銘柄

　 貸借対照表計上額 2,517百万円

ロ.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び

保有目的

(前事業年度)

　特定投資株式

　 銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

　 ㈱サンリオ 100,000 323取引先との関係強化

　 ㈱学研ホールディングス 1,153,700 196取引先との関係強化

　 ㈱角川グループホールディングス 50,600 133取引先との関係強化

　 大日本スクリーン製造㈱ 143,000 106取引先との関係強化

　 日本紙パルプ商事㈱ 306,654 91 取引先との関係強化

　 ㈱三井住友フィナンシャルグループ 32,194 87 取引先との関係強化

　 ＤＩＣ㈱ 460,000 76 取引先との関係強化

　 ㈱小森コーポレーション 36,300 25 取引先との関係強化

　 ㈱電通 5,148 13 取引先との関係強化

　 日本電信電話㈱ 3,564 13 取引先との関係強化

　 三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 40,366 10 取引先との関係強化

　 ㈱日立製作所 17,500 9 取引先との関係強化

　 ＫＤＤＩ㈱ 11 5 取引先との関係強化

　 ㈱ムサシ 4,000 4 取引先との関係強化

　 ㈱みずほフィナンシャルグループ 34,197 4 取引先との関係強化

　 中部電力㈱ 2,800 4 取引先との関係強化

　 野村ホールディングス㈱ 7,150 2 取引先との関係強化

　 ㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 4,611 1 取引先との関係強化
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(当事業年度)

　特定投資株式

　 銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

　 ㈱サンリオ 100,000 419取引先との関係強化

　 ㈱学研ホールディングス 1,153,700 320取引先との関係強化

　 ㈱角川グループホールディングス 50,600 130取引先との関係強化

　 ㈱三井住友フィナンシャルグループ 32,194 121取引先との関係強化

　 日本紙パルプ商事㈱ 306,654 91 取引先との関係強化

　 ＤＩＣ㈱ 460,000 91 取引先との関係強化

　 大日本スクリーン製造㈱ 143,000 62 取引先との関係強化

　 ㈱小森コーポレーション 36,300 36 取引先との関係強化

　 三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 40,366 17 取引先との関係強化

　 日本電信電話㈱ 3,564 14 取引先との関係強化

　 ㈱電通 5,148 14 取引先との関係強化

　 ㈱日立製作所 17,500 9 取引先との関係強化

　 ＫＤＤＩ㈱ 2,200 8 取引先との関係強化

　 ㈱みずほフィナンシャルグループ 34,197 6 取引先との関係強化

　 ㈱ムサシ 4,000 4 取引先との関係強化

　 野村ホールディングス㈱ 7,150 4 取引先との関係強化

　 中部電力㈱ 2,800 3 取引先との関係強化

　 ㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 4,611 2 取引先との関係強化

　

ハ.保有目的が純投資目的である投資株式

該当株式はありません。

　

EDINET提出書類

図書印刷株式会社(E00694)

有価証券報告書

30/95



　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 45 ― 43 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 45 ― 43 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)

に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成24年４月１日から平成25

年３月31日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成24年４月１日から平成25年３月31日まで)の財務諸表

について、有限責任 あずさ監査法人により監査を受けております。

　

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みとして、公益財団法人財務会計基準機構

へ加入し、各種情報を取得するとともに、会計基準設定主体等が行う研修・セミナーに参加し、会計基準等

の内容を適切に把握し、会計基準等の変更に対して的確に対応することが出来る体制を整備しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,975 4,114

受取手形及び売掛金 ※２
 18,369

※２
 16,542

有価証券 7,331 7,234

商品及び製品 336 376

仕掛品 960 882

原材料及び貯蔵品 359 367

繰延税金資産 346 346

その他 360 347

貸倒引当金 △59 △39

流動資産合計 29,980 30,173

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※１
 23,143

※１
 22,995

減価償却累計額 △11,052 △11,587

建物及び構築物（純額） 12,090 11,407

機械装置及び運搬具 27,342 25,760

減価償却累計額 △24,140 △22,931

機械装置及び運搬具（純額） 3,201 2,829

工具、器具及び備品 1,456 1,422

減価償却累計額 △1,239 △1,188

工具、器具及び備品（純額） 217 234

土地 9,255 9,255

建設仮勘定 8 987

有形固定資産合計 24,773 24,714

無形固定資産

のれん 18 －

その他 212 119

無形固定資産合計 231 119

投資その他の資産

投資有価証券 3,175 3,225

繰延税金資産 1,760 1,536

その他 387 317

貸倒引当金 △119 △84

投資その他の資産合計 5,204 4,994

固定資産合計 30,208 29,828

資産合計 60,188 60,002
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※２
 14,131

※２
 13,199

1年内返済予定の長期借入金 800 －

未払法人税等 231 96

未払消費税等 274 222

賞与引当金 677 658

役員賞与引当金 32 30

返品調整引当金 20 15

設備関係支払手形 ※２
 136

※２
 195

その他 2,451 2,940

流動負債合計 18,754 17,358

固定負債

長期借入金 － 800

退職給付引当金 3,790 3,954

役員退職慰労引当金 143 176

資産除去債務 75 73

その他 3 6

固定負債合計 4,012 5,011

負債合計 22,767 22,369

純資産の部

株主資本

資本金 13,898 13,898

資本剰余金 16,489 16,489

利益剰余金 6,885 6,910

自己株式 △172 △174

株主資本合計 37,100 37,124

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 147 312

その他の包括利益累計額合計 147 312

少数株主持分 172 195

純資産合計 37,421 37,632

負債純資産合計 60,188 60,002
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

売上高 59,758 57,241

売上原価 ※１
 50,825

※１
 48,845

売上総利益 8,933 8,395

販売費及び一般管理費

運搬費 2,232 2,230

役員報酬及び給料手当 3,531 3,392

賞与引当金繰入額 216 208

役員賞与引当金繰入額 32 30

退職給付費用 165 163

役員退職慰労引当金繰入額 45 47

貸倒引当金繰入額 △8 △40

その他 2,193 1,871

販売費及び一般管理費合計 8,407 7,903

営業利益 525 492

営業外収益

受取利息 35 33

受取配当金 270 271

設備賃貸料 42 46

その他 64 59

営業外収益合計 413 411

営業外費用

支払利息 27 8

その他 3 15

営業外費用合計 31 24

経常利益 908 879

特別利益

固定資産売却益 ※２
 3

※２
 15

特別利益合計 3 15

特別損失

固定資産除売却損 ※３
 56

※３
 273

リース解約損 － 30

子会社株式売却損 18 －

固定資産撤去費用 － 80

その他 5 4

特別損失合計 81 388

税金等調整前当期純利益 830 506

法人税、住民税及び事業税 228 138

法人税等調整額 83 133

法人税等合計 311 271

少数株主損益調整前当期純利益 518 234

少数株主利益 47 37

当期純利益 471 196
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 518 234

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 59 164

その他の包括利益合計 ※１
 59

※１
 164

包括利益 577 398

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 530 361

少数株主に係る包括利益 47 37
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 13,898 13,898

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,898 13,898

資本剰余金

当期首残高 16,489 16,489

当期変動額

自己株式処分差損 － △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 16,489 16,489

利益剰余金

当期首残高 6,584 6,885

当期変動額

剰余金の配当 △171 △171

当期純利益 471 196

当期変動額合計 300 25

当期末残高 6,885 6,910

自己株式

当期首残高 △171 △172

当期変動額

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 △1 △1

当期末残高 △172 △174

株主資本合計

当期首残高 36,801 37,100

当期変動額

自己株式処分差損 － △0

剰余金の配当 △171 △171

当期純利益 471 196

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 299 23

当期末残高 37,100 37,124
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 88 147

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

59 164

当期変動額合計 59 164

当期末残高 147 312

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 88 147

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

59 164

当期変動額合計 59 164

当期末残高 147 312

少数株主持分

当期首残高 36 172

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 136 23

当期変動額合計 136 23

当期末残高 172 195

純資産合計

当期首残高 36,927 37,421

当期変動額

自己株式処分差損 － △0

剰余金の配当 △171 △171

当期純利益 471 196

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 － 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 195 187

当期変動額合計 494 211

当期末残高 37,421 37,632

EDINET提出書類

図書印刷株式会社(E00694)

有価証券報告書

38/95



④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 830 506

減価償却費 2,087 1,788

のれん償却額 168 18

退職給付引当金の増減額（△は減少） 64 164

前払年金費用の増減額（△は増加） 6 7

賞与引当金の増減額（△は減少） △14 △18

貸倒引当金の増減額（△は減少） △18 △55

受取利息及び受取配当金 △306 △305

支払利息 27 8

有形固定資産除売却損益（△は益） 53 258

投資有価証券売却損益（△は益） 18 －

売上債権の増減額（△は増加） △185 1,862

たな卸資産の増減額（△は増加） △0 29

仕入債務の増減額（△は減少） 114 △931

その他 313 △162

小計 3,159 3,169

利息及び配当金の受取額 303 307

利息の支払額 △28 △13

法人税等の支払額 △230 △327

法人税等の還付額 71 69

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,276 3,204

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △10 △10

定期預金の払戻による収入 10 10

有価証券の取得による支出 △497 △298

有価証券の償還による収入 1,150 1,000

有形固定資産の取得による支出 △493 △1,194

有形固定資産の売却による収入 19 19

投資有価証券の取得による支出 △945 △700

投資有価証券の売却及び償還による収入 70 300

無形固定資産の取得による支出 △98 △32

貸付金の回収による収入 7 7

敷金及び保証金の回収による収入 127 15

その他 8 6

投資活動によるキャッシュ・フロー △652 △876

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 － △800

長期借入れによる収入 － 800

短期借入金の返済による支出 △2,500 －

自己株式の取得による支出 △1 △1

自己株式の処分による収入 － 0

配当金の支払額 △173 △171

少数株主への配当金の支払額 △0 △14

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,674 △187

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △51 2,140

現金及び現金同等物の期首残高 8,349 8,298

現金及び現金同等物の期末残高 ※１
 8,298

※１
 10,438
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

(1) すべての子会社を連結の範囲に含めております。

(2) 連結子会社数　　　３社

連結子会社名は「第１企業の概況　４　関係会社の状況」に記載しているため省略しております。

　

２　持分法の適用に関する事項

非連結子会社及び関連会社はありません。

　

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、すべて連結決算日と一致しております。

　

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

ａ　有価証券

満期保有目的の債券…償却原価法(定額法)を採用しております。

その他有価証券

時価のあるもの…連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。)

時価のないもの…移動平均法による原価法

ｂ　たな卸資産

製品・仕掛品…主として売価還元法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

原材料・貯蔵品…主として先入先出法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

ａ　有形固定資産(リース資産を除く)

建物(建物附属設備を除く)は定額法、建物以外は主として定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物・・・・・３～50年

機械装置及び運搬具・・・４～10年

　
(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に

取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これによる、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微

であります。

　
ｂ　無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

に基づく定額法によっております。
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ｃ　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零として算定する定額法によっております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

ものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

ａ　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算額を計上し、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

ｂ　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

ｃ　役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

ｄ　返品調整引当金

出版物の返品による損失に備えるため、過去の返品率に基づき計上しております。

ｅ　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年)による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

ｆ　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しておりま

す。

(4) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果が発現すると見積もられる期間で償却することとしております。

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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(未適用の会計基準等)

・「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号  平成24年５月17日)

・「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号  平成24年５月17日)

(1) 概要

本会計基準等は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異及び未

認識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を中心に改正さ

れたものです。

(2) 適用予定日

平成26年３月期の期末より適用予定です。ただし、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正につい

ては、平成27年３月期の期首より適用予定です。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。

　

(連結貸借対照表関係)

※１　圧縮記帳

国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額及びその内訳は、次のとお

りであります。

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

圧縮記帳額 150百万円 150百万円

(うち、建物) 150百万円 150百万円

　

※２　連結会計年度末日満期手形の処理

期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行わ

れたものとして処理しております。

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

受取手形 316百万円 358百万円

支払手形 219百万円 228百万円

設備関係支払手形 45百万円 51百万円
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(連結損益計算書関係)

※１  当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

当期製造費用 85百万円 83百万円

　

※２　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

機械装置及び運搬具 3百万円 15百万円

　
※３　固定資産除売却損の内訳は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

建物及び構築物 12百万円 172百万円

機械装置及び運搬具 27百万円 40百万円

その他 17百万円 60百万円

　　　計 56百万円 273百万円

　

(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

その他有価証券評価差額金 　 　

　当期発生額 80百万円 255百万円

　組替調整額 －百万円 －百万円

　　税効果調整前 80百万円 255百万円

　　税効果額 △21百万円 △90百万円

　　その他有価証券評価差額金 59百万円 164百万円

その他の包括利益合計 59百万円 164百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増　加 減　少 当連結会計年度末

普通株式(株) 86,267,808 ― ― 86,267,808
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増　加 減　少 当連結会計年度末

普通株式(株) 603,548 7,085 ― 610,633
　

（変動事由の概要）

　単元未満株式の買取りによる増加　　　 　  7,085株
　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 171 2 平成23年３月31日 平成23年６月30日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決　議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 171 2 平成24年３月31日 平成24年６月29日

　

当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増　加 減　少 当連結会計年度末

普通株式(株) 86,267,808 ― ― 86,267,808
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増　加 減　少 当連結会計年度末

普通株式(株) 610,633 11,555 855 621,333
　

（変動事由の概要）

　単元未満株式の買取りによる増加　　　 　 11,555株

　単元未満株式の買い増し請求による減少　　　 855株
　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 171 2 平成24年３月31日 平成24年６月29日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決　議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 171 2 平成25年３月31日 平成25年６月28日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

現金及び預金 1,975百万円 4,114百万円

有価証券 7,331百万円 7,234百万円

計 9,306百万円 11,348百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △8百万円 △8百万円

償還期間が３か月を超える債券等 △999百万円 △901百万円

現金及び現金同等物 8,298百万円 10,438百万円

　
　

(リース取引関係)

１　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　
　 (単位：百万円)

　

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 136 92 44

　

　
　 (単位：百万円)

　

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 ― ― ―

　

(2) 未経過リース料期末残高相当額

　 　 (単位：百万円)

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

１年内 22 ―

１年超 21 ―

合計 44 ―

(注)　取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。
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(3) 支払リース料、減価償却費相当額及びリース資産減損勘定取崩額

　 　 (単位：百万円)

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

支払リース料 25 11

減価償却費相当額 25 11

リース資産減損勘定取崩額 70 ―

　

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

２　オペレーティング・リース取引(借主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　 　 (単位：百万円)

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

１年内 0 2

１年超 ― 2

合計 0 4

　

次へ
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(金融商品関係)

１　金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に印刷物の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金(主

に銀行からの借入)を調達しております。一時的な余剰資金は安全性の高い金融資産で運用しており

ます。デリバティブは借入金の金利変動リスクなどのリスクヘッジ目的に限定して利用し、投機的な

取引は行わない方針であります。

　(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の経営状況の悪化や倒産等により債務の弁済が不履

行となる信用リスクを内包しております。

有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び取引先に関連した株式であり、その発行

体のデフォルトにより元本が毀損する信用リスクや市場環境の変化により時価が変動する市場リス

クを内包しております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんどが１年以内の支払期日であります。借入金は、金融

機関からの借入金であり、返済日は決算日後２年以内であります。

　(3) 金融商品に係るリスク管理体制

当社グループは保有する金融商品に係るリスクに対処するため、金融商品リスク管理ガイドライン

を制定し運用管理しております。また当該リスク管理を担保するため、経理規程他諸規程を遵守し、

内部統制手続きを通じて継続的な管理を行っております。

①信用リスクの管理

営業債権については、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日及び残高管理を行うとともに、取引先

の信用状況の確認と回収遅延の早期把握を行うことでリスクの軽減を図っております。

有価証券及び投資有価証券については、資金運用規程及び有価証券管理規程に従い、運用対象を格付

けの高い債券に限定することなどによりリスクの軽減を図っております。

②市場リスクの管理

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況を把握することでリスク

の軽減を図っております。

③流動性リスクの管理

当社グループは、毎月資金繰り計画を見直し手元流動性の水準を適正に維持管理することで、リスク

回避を行っております。

④その他

当社グループは、外貨建ての金融商品は保有しておりませんので関連するリスクはありません。また

デリバティブ取引も行っていないため関連するリスクはありません。

　(4) 金融商品の時価に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定した価額

が含まれております。当該価額の算定には変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動する場合があります。
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２　金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。なお、時価を把握

することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注2)参照）。　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
前連結会計年度(平成24年３月31日)

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1)現金及び預金 1,975 1,975 ―

(2)受取手形及び売掛金 18,369 18,369 ―

(3)有価証券及び投資有価証券 　 　 　

①満期保有目的の債券 6,398 6,388 △10

②その他有価証券 2,951 2,951 ―

資産計 29,695 29,684 △10

(1)支払手形及び買掛金 14,131 14,131 ―

(2)設備関係支払手形 136 136 ―

(3)１年内返済予定の長期借入金 800 800 0

負債計 15,067 15,068 0

　
当連結会計年度(平成25年３月31日)

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1)現金及び預金 4,114 4,114 ―

(2)受取手形及び売掛金 16,542 16,542 ―

(3)有価証券及び投資有価証券 　 　 　

①満期保有目的の債券 5,799 5,801 1

②その他有価証券 3,503 3,503 ―

資産計 29,959 29,961 1

(1)支払手形及び買掛金 13,199 13,199 ―

(2)設備関係支払手形 195 195 ―

(3)長期借入金 800 816 16

負債計 14,194 14,210 16
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(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

[現金及び預金]並びに[受取手形及び売掛金]

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

[有価証券及び投資有価証券]

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から

提示された価格によっております。

また保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「有価証券関係」注記を参照ください。

負債

　[支払手形及び買掛金]並びに[設備関係支払手形]

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

　[１年内返済予定の長期借入金]並びに[長期借入金]

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しております。

　
(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　 　 (単位：百万円)

区分 平成24年３月31日 平成25年３月31日

非上場株式 1,157 1,157

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため「資産(3)②その

他有価証券」には含めてはおりません。
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(注3) 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　
前連結会計年度(平成24年３月31日)

　
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 1,975 ― ― ―

受取手形及び売掛金 18,369 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

①満期保有目的の債券 　 　 　 　

　社債 800 ― ― ―

　その他 4,700 900 ― ―

②その他有価証券のうち満期が
あるもの

　 　 　 　

　社債 ― 7 ― ―

　その他 1,832 ― ― ―

合計 27,677 907 ― ―

　
当連結会計年度(平成25年３月31日)

　
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 4,114 ― ― ―

受取手形及び売掛金 16,542 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

①満期保有目的の債券 　 　 　 　

　社債 ― 300 ― ―

　その他 5,100 400 ― ―

②その他有価証券のうち満期が
あるもの

　 　 　 　

　社債 300 7 ― ―

　その他 1,833 ― ― ―

合計 27,891 707 ― ―
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　(注4) 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　
前連結会計年度(平成24年３月31日)

　
１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

長期借入金 800 ─ ─ ─ ─ ─

　

当連結会計年度(平成25年３月31日)

　
１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

長期借入金 ─ 800 ─ ─ ─ ─
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(有価証券関係)

　
１　満期保有目的の債券

前連結会計年度(平成24年３月31日)

区　分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの

799 800 1

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの

5,599 5,587 △11

合計 6,398 6,388 △10

　

当連結会計年度(平成25年３月31日)

区　分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの

700 707 7

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの

5,099 5,093 △5

合計 5,799 5,801 1
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２　その他有価証券

前連結会計年度(平成24年３月31日)

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

  株式 568 194 373

小計 568 194 373

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　

  株式 543 686 △143

  債券 6 7 △0

  その他 1,832 1,832 ─

小計 2,383 2,527 △143

合計 2,951 2,721 229

　
当連結会計年度(平成25年３月31日)

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

  株式 1,226 717 508

  債券 301 299 1

小計 1,527 1,017 510

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　

  株式 133 160 △26

  債券 7 7 △0

  その他 1,833 1,833 ─

小計 1,975 2,001 △26

合計 3,503 3,018 484
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

図書印刷企業年金基金

平成16年12月１日より厚生年金基金から確定給付型の図書印刷企業年金基金に移行しました。

当該基金は退職金制度の57％相当分について採用しております。

なお、一部の従業員が凸版印刷㈱の確定給付企業年金制度に加入しております。

退職一時金　

退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しております。

２　退職給付債務に関する事項

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

(1) 退職給付債務(百万円) △8,806 △8,860

(2) 年金資産(百万円） 3,491 4,102

(3) 退職給付引当金(百万円) 3,790 3,954

(4) 前払年金費用(百万円) △47 △40

    差引((1)＋(2)＋(3)＋(4))(百万円) △1,572 △842

(差引分内訳) 　 　

(5) 未認識数理計算上の差異(百万円) △1,572 △842

　

３　退職給付費用に関する事項

　

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

(1) 勤務費用(百万円) 394 390

(2) 利息費用(百万円) 150 150

(3) 期待運用収益(百万円) △86 △87

(4) 数理計算上の差異の費用処理額(百万円) 175 181

(5) 従業員拠出額(百万円) △13 △13

(6) 臨時に支払った割増退職金(百万円) 5 6

(7) 退職給付費用(百万円) 625 628
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４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の期間配分方法

主として期間定額基準

　
(2) 割引率

　

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

1.8％ 1.8％

　
(3) 期待運用収益率

　

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

2.5％ 2.5％

　
(4) 数理計算上の差異の処理年数

15年(各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による按分額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理する方法)

　
(注) 一部の連結子会社は退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

(流動資産) 　 　

賞与引当金 255百万円 248百万円

未払事業税 29百万円 20百万円

その他 72百万円 93百万円

連結修正項目 　 　

未実現利益 0百万円 5百万円

　　計 359百万円 367百万円

評価性引当額 △11百万円 △19百万円

繰延税金資産小計 347百万円 348百万円

(固定資産) 　 　

貸倒引当金 12百万円 28百万円

会員権評価損 79百万円 78百万円

退職給付引当金 1,374百万円 1,442百万円

繰越欠損金 636百万円 469百万円

その他 115百万円 124百万円

　　計 2,217百万円 2,142百万円

評価性引当額 △314百万円 △383百万円

繰延税金資産小計 1,903百万円 1,759百万円

繰延税金資産合計 2,251百万円 2,107百万円

　 　 　

(流動負債) 　 　

  その他有価証券評価差額金 －百万円 0百万円

連結修正項目 　 　

貸倒引当金の修正 1百万円 1百万円

繰延税金負債小計 1百万円 1百万円

(固定負債) 　 　

その他有価証券評価差額金 81百万円 171百万円

前払年金費用 18百万円 15百万円

固定資産圧縮積立金 39百万円 34百万円

その他 3百万円 2百万円

繰延税金負債小計 142百万円 222百万円

繰延税金負債合計 143百万円 224百万円

繰延税金資産の純額 2,107百万円 1,883百万円
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

法定実効税率 40.2％ 37.8％

　(調整) 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.9％ 6.6％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △9.6％ △14.2％

住民税均等割等 2.7％ 4.3％

評価性引当額 △41.3％ 13.1％

役員賞与引当金繰入額 1.6％ 2.2％

のれんの償却額 8.1％ 1.3％

子会社株式売却に係る差異 3.9％ －％

受取配当金連結消去に伴う影響額 3.1％ 4.1％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 24.3％ －％

復興特別法人税分の税率差異 －％ △1.2％

その他 △0.7％ △0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.5％ 53.7％
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。

当社グループは、印刷事業及び出版事業を行っており、報告セグメントは連結業績に与える影響を

考慮して、印刷事業と出版事業としております。

　

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項」と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメ

ント間の取引は、市場価格等に基づいております。

「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり、法人税法の改

正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の法人

税法に基づく方法に変更しております。

これによる、セグメント利益又は損失に与える影響は軽微であります。

　

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

調整額
連結
財務諸表
計上額印刷事業 出版事業 合計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 56,682 3,076 59,758 ― 59,758

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

944 0 944 △944 ―

計 57,626 3,076 60,703 △944 59,758

セグメント利益 415 128 544 △18 525

セグメント資産 57,627 2,298 59,926 262 60,188

その他の項目 　 　 　 　 　

  減価償却費 2,075 0 2,075 12 2,087

  のれんの償却額 144 ― 144 24 168

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

640 ― 640 5 646
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当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

調整額
連結
財務諸表
計上額印刷事業 出版事業 合計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 55,108 2,132 57,241 ― 57,241

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

715 ― 715 △715 ―

計 55,823 2,132 57,956 △715 57,241

セグメント利益又は損失（△） 564 △56 507 △15 492

セグメント資産 57,662 1,822 59,484 518 60,002

その他の項目 　 　 　 　 　

  減価償却費 1,775 0 1,776 12 1,788

  のれんの償却額 ― ― ― 18 18

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

1,913 ― 1,913 1 1,914

　
４  報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事

項)

　 　 (単位：百万円)

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 60,703 57,956

セグメント間取引消去 △944 △715

連結財務諸表の売上高 59,758 57,241

　
　 　 (単位：百万円)

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 544 507

のれんの償却額 △24 △18

セグメント間取引消去 5 2

連結財務諸表の営業利益 525 492

　
　 　 (単位：百万円)

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 59,926 59,484

全社資産 2,231 2,347

セグメント間取引消去 △1,968 △1,829

連結財務諸表の資産合計 60,188 60,002

(注)全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない本社資産であります。

EDINET提出書類

図書印刷株式会社(E00694)

有価証券報告書

59/95



　
　
　 　 　 　 　 (単位：百万円)

その他の項目

報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 2,075 1,776 12 12 2,087 1,788

のれんの償却額 144 ― 24 18 168 18

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

640 1,913 5 1 646 1,914

　

【関連情報】

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一のため、記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３  主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社読売新聞大阪本社 6,973印刷事業

　

当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一のため、記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３  主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社読売新聞大阪本社 6,730印刷事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　　　　 該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

調整額
連結
財務諸表
計上額印刷事業 出版事業 合計

当期償却額 144 ― 144 24 168

当期末残高 ― ― ― 18 18

　
当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

調整額
連結
財務諸表
計上額印刷事業 出版事業 合計

当期償却額 ― ― ― 18 18

当期末残高 ― ― ― ― ―

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る）等

　

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

種類
会社等
の名称
又は氏名

所在地

資本金
又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社 凸版印刷㈱
東京都
台東区

104,986印刷事業他
(被所有)
直接
51.8

印刷物の受注発
注
資金の借入
役員の兼任

営業取引
　加工受託

4,147
受取手形 
及び売掛金

572

営業取引以外の
取引
　利息の支払
　借入金の返済

 
 

15
2,500

関係会社
短期借入金

　
―
 

　

(注) １　取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 親会社との取引については、当社と関連を有しない他の当事者との取引条件を参考に決定しております。

(2) 資金の借入については、市場金利を勘案し、合理的に決定しております。

　

当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

種類
会社等
の名称
又は氏名

所在地

資本金
又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社 凸版印刷㈱
東京都
台東区

104,986印刷事業他
(被所有)
直接
51.8

印刷物の受注発
注
役員の兼任

営業取引
　加工受託

3,559
受取手形 
及び売掛金

423

(注) １　取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

　 親会社との取引については、当社と関連を有しない他の当事者との取引条件を参考に決定しております。

　

２　親会社及び重要な関連会社に関する注記

親会社情報

凸版印刷株式会社（東京証券取引所に上場）　
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 434.86円 437.11円

１株当たり当期純利益金額 5.51円 2.29円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前連結会計年度

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当期純利益 (百万円) 471 196

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 471 196

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数 (千株) 85,660 85,651

　
３　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前連結会計年度末
(平成24年３月31日)

当連結会計年度末
(平成25年３月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 37,421 37,632

普通株式に係る期末の純資産額 (百万円) 37,248 37,436

差額の主要な内訳 　 　 　

　少数株主持分 (百万円) 172 195

普通株式の発行済株式数 (千株) 86,267 86,267

普通株式の自己株式数 (千株) 610 621

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数

(千株) 85,657 85,646
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(重要な後発事象)

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

退職給付制度の改定

当社及び当社の連結子会社の一部は、確定給付企業年金制度と退職一時金制度を採用しておりました

が、平成25年４月１日付で退職金制度を最終給与比例方式からポイント制に移行するとともに、確定給付

企業年金制度の退職金総額に占める割合を、57％から「勤続ポイント」と「職能ポイント」の50％に変

更し、予定利率を3.5％から2.5％に変更しました。併せて退職金制度の基礎となる「勤続ポイント」と

「職能ポイント」の25％を確定拠出年金制度に移行しております。

これに伴い、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第1号　平成14年

１月31日）を適用し、平成26年３月期第１四半期に特別利益420百万円を計上する見込です。

なお、制度変更に伴い、過去勤務債務224百万円が発生する見込です。過去勤務債務はその発生時の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費用処理することとしております。

また、退職給付見込額の期間配分方法を期間定額基準からポイント基準に変更することにより、未認識

数理計算上の差異1,307百万円（有利差異）が発生する見込です。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区　分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 800 ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

─ 800 1.014平成27年３月31日

合　計 800 800 ― ―

(注) １　「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額

　

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 800 ─ ─ ─

　
【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及

び当連結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略して

おります。

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

　

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 13,327 26,554 42,679 57,241

税金等調整前四半期(当期)純利益金額
又は
税金等調整前四半期純損失金額(△)

(百万円) △100 △400 336 506

四半期(当期)純利益金額
又は
四半期純損失金額(△)

(百万円) △89 △385 84 196

１株当たり四半期(当期)純利益金額
又は
１株当たり四半期純損失金額(△)

(円) △1.04 △4.51 0.99 2.29

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額
又は
１株当たり四半期純損失金額(△)

(円) △1.04 △3.47 5.50 1.31
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,864 3,734

受取手形 ※１, ※２
 6,572

※１, ※２
 5,627

売掛金 ※１
 10,126

※１
 9,847

有価証券 7,331 7,234

商品及び製品 77 105

仕掛品 787 748

原材料及び貯蔵品 208 193

前払費用 18 16

関係会社短期貸付金 1,280 1,220

繰延税金資産 274 296

その他 237 200

貸倒引当金 △56 △38

流動資産合計 28,721 29,186

固定資産

有形固定資産

建物 20,625 20,504

減価償却累計額 △9,686 △10,147

建物（純額） 10,938 10,357

構築物 833 806

減価償却累計額 △554 △572

構築物（純額） 278 233

機械及び装置 27,125 25,544

減価償却累計額 △23,948 △22,744

機械及び装置（純額） 3,176 2,799

車両運搬具 175 180

減価償却累計額 △157 △154

車両運搬具（純額） 17 25

工具、器具及び備品 1,404 1,375

減価償却累計額 △1,192 △1,143

工具、器具及び備品（純額） 211 231

土地 9,254 9,254

建設仮勘定 8 987

有形固定資産合計 23,886 23,891

無形固定資産

商標権 0 0

ソフトウエア 161 74

施設利用権 41 37

無形固定資産合計 203 112
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 3,175 3,225

関係会社株式 144 144

関係会社長期貸付金 791 732

破産更生債権等 119 84

長期前払費用 2 0

前払年金費用 50 45

敷金及び保証金 155 138

繰延税金資産 1,584 1,388

その他 55 48

貸倒引当金 △119 △84

投資その他の資産合計 5,959 5,722

固定資産合計 30,050 29,726

資産合計 58,772 58,912

負債の部

流動負債

支払手形 ※１, ※２
 10,657

※１, ※２
 10,117

買掛金 ※１
 4,179

※１
 3,783

1年内返済予定の長期借入金 800 －

未払金 318 920

未払費用 1,160 1,153

未払法人税等 63 81

未払消費税等 197 186

前受金 22 24

預り金 128 130

賞与引当金 528 521

役員賞与引当金 26 26

設備関係支払手形 ※２
 136

※２
 195

その他 1 0

流動負債合計 18,221 17,139

固定負債

長期借入金 － 800

退職給付引当金 2,977 3,104

役員退職慰労引当金 85 113

関係会社事業損失引当金 752 819

資産除去債務 75 73

その他 3 6

固定負債合計 3,893 4,916

負債合計 22,114 22,055
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 13,898 13,898

資本剰余金

資本準備金 12,992 12,992

その他資本剰余金 3,496 3,496

資本剰余金合計 16,489 16,489

利益剰余金

利益準備金 604 604

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 69 60

別途積立金 5,040 5,040

繰越利益剰余金 580 625

利益剰余金合計 6,293 6,330

自己株式 △172 △174

株主資本合計 36,509 36,544

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 147 312

評価・換算差額等合計 147 312

純資産合計 36,657 36,856

負債純資産合計 58,772 58,912
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

売上高 50,468 48,949

売上原価

製品期首たな卸高 112 77

当期製品製造原価 ※１
 43,416

※１
 42,062

合計 43,529 42,140

製品期末たな卸高 77 105

製品売上原価 43,451 42,035

売上総利益 7,017 6,914

販売費及び一般管理費

運搬費 2,087 2,139

貸倒引当金繰入額 △14 △38

役員報酬及び給料手当 3,118 3,019

賞与引当金繰入額 185 176

役員賞与引当金繰入額 26 26

退職給付費用 146 145

役員退職慰労引当金繰入額 33 34

減価償却費 343 292

賃借料 232 233

その他 828 658

販売費及び一般管理費合計 6,985 6,687

営業利益 31 227

営業外収益

受取利息 19 22

有価証券利息 32 31

受取配当金 ※２
 335

※２
 327

設備賃貸料 ※２
 116

※２
 112

関係会社事業損失引当金戻入益 79 －

その他 60 55

営業外収益合計 644 548

営業外費用

支払利息 ※２
 27 8

関係会社事業損失引当金繰入額 － 66

その他 3 5

営業外費用合計 31 80

経常利益 644 695

特別利益

固定資産売却益 ※３
 3

※３
 15

子会社株式売却益 63 －

特別利益合計 66 15

特別損失

固定資産除売却損 ※４
 55

※４
 237

リース解約損 － 30

固定資産撤去費用 － 80

その他 5 4

特別損失合計 61 352

税引前当期純利益 649 358

法人税、住民税及び事業税 18 67

法人税等調整額 77 83

法人税等合計 96 151

当期純利益 553 207
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

区　分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　材料費 　 10,924 25.1 10,528 25.1

Ⅱ　労務費 　 6,988 16.1 6,639 15.8

Ⅲ　外注加工費 　 20,625 47.4 20,221 48.1

Ⅳ　経費 ※１ 4,984 11.4 4,633 11.0

当期総製造費用 　 43,522100.0 42,023100.0

期首仕掛品たな卸高 　 680　 787　

合計 　 44,203　 42,811　

期末仕掛品たな卸高 　 787　 748　

当期製品製造原価 　 43,416　 42,062　

　 　 　 　 　 　

　

　
(注)  ※１  主な内訳は、次のとおりであります。

項目 前事業年度(百万円) 当事業年度(百万円)

減価償却費 1,668 1,431

運搬費 1,102 1,072

　

(原価計算の方法)

当社の原価計算は、印刷工程が複雑多岐にわたるため、制度としての原価計算は行っておりません。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 13,898 13,898

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,898 13,898

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 12,992 12,992

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,992 12,992

その他資本剰余金

当期首残高 3,496 3,496

当期変動額

自己株式処分差損 － △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 3,496 3,496

資本剰余金合計

当期首残高 16,489 16,489

当期変動額

自己株式処分差損 － △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 16,489 16,489

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 604 604

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 604 604

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

当期首残高 74 69

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △9 △8

税率変更に伴う固定資産圧縮積立
金の変動額

4 －

当期変動額合計 △5 △8

当期末残高 69 60

別途積立金

当期首残高 5,640 5,040

当期変動額

別途積立金の取崩 △600 －

当期変動額合計 △600 －

当期末残高 5,040 5,040
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

繰越利益剰余金

当期首残高 △406 580

当期変動額

剰余金の配当 △171 △171

固定資産圧縮積立金の取崩 9 8

税率変更に伴う固定資産圧縮積立
金の変動額

△4 －

別途積立金の取崩 600 －

当期純利益 553 207

当期変動額合計 987 44

当期末残高 580 625

利益剰余金合計

当期首残高 5,911 6,293

当期変動額

剰余金の配当 △171 △171

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

税率変更に伴う固定資産圧縮積立金の
変動額

－ －

別途積立金の取崩 － －

当期純利益 553 207

当期変動額合計 382 36

当期末残高 6,293 6,330

自己株式

当期首残高 △171 △172

当期変動額

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 － 0

当期変動額合計 △1 △1

当期末残高 △172 △174

株主資本合計

当期首残高 36,128 36,509

当期変動額

自己株式処分差損 － △0

剰余金の配当 △171 △171

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 － 0

当期純利益 553 207

当期変動額合計 381 34

当期末残高 36,509 36,544
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 88 147

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

59 164

当期変動額合計 59 164

当期末残高 147 312

評価・換算差額等合計

当期首残高 88 147

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

59 164

当期変動額合計 59 164

当期末残高 147 312

純資産合計

当期首残高 36,217 36,657

当期変動額

自己株式処分差損 － △0

剰余金の配当 △171 △171

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 － 0

当期純利益 553 207

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 59 164

当期変動額合計 440 199

当期末残高 36,657 36,856
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1)　満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）を採用しております。

(2)　子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法

(3)　その他有価証券

時価のあるもの…事業年度末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法　　　　　　　

　　により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。)

時価のないもの…移動平均法による原価法

　
２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品及び仕掛品…売価還元法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

原材料及び貯蔵品…先入先出法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

　
３　固定資産の減価償却の方法

(1)　有形固定資産(リース資産を除く）

建物(建物附属設備を除く)は定額法、建物以外は主として定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物・・・・・３～50年

機械装置・・・10年

　
(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これによる、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微でありま

す。

　
(2)　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間に基づく定額法によっており

ます。

(3)　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零として算定する定額法によっております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

ものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

　
４　引当金の計上基準

(1)　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算額を計上し、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。
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(2)　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3)　役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(4)　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年)による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

(5)　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(6)　関係会社事業損失引当金

関係会社の事業に伴う損失に備えるため、関係会社の財政状態等を勘案し、欠損金額に対応する当社

負担見込額のうち、当該関係会社への投資額を超える額を計上しております。

　
５　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

　　
(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する資産、負債の主なもの

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

受取手形 719百万円 48百万円

売掛金 525百万円 922百万円

支払手形 985百万円 758百万円

買掛金 1,585百万円 1,327百万円

　
※２  事業年度末日満期手形の処理

　  期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行われたものと

して処理しております。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

受取手形 316百万円 358百万円

支払手形 219百万円 224百万円

設備関係支払手形 45百万円 51百万円
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(損益計算書関係)

※１  当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

当期製造費用 85百万円 83百万円

　
※２　関係会社との取引に係る項目

(1) 営業外収益

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

受取配当金 65百万円 55百万円

設備賃貸料 73百万円 65百万円

　
(2) 営業外費用

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

支払利息 15百万円 －百万円

　
※３　固定資産売却益の内訳

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

機械及び装置 3百万円 15百万円

　
※４　固定資産除売却損の内訳

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

建物 11百万円 130百万円

機械及び装置 26百万円 39百万円

ソフトウェア －百万円 57百万円

その他 18百万円 10百万円

  計 55百万円 237百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増　加 減　少 当事業年度末

普通株式(株） 603,548 7,085 ― 610,633
　

　　（変動事由の概要）

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　 7,085株

　
当事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増　加 減　少 当事業年度末

普通株式(株） 610,633 11,555 855 621,333
　

　　（変動事由の概要）

　単元未満株式の買取りによる増加　　　 　 11,555株

　単元未満株式の買い増し請求による減少　　　 855株

　
(リース取引関係)

１　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　 (単位：百万円)

　

前事業年度
(平成24年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 136 92 44

　
　 (単位：百万円)

　

当事業年度
(平成25年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 ― ― ―

　
(2) 未経過リース料期末残高相当額

　 　 (単位：百万円)

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

１年内 22 ―

１年超 21 ―

合計 44 ―

(注)　取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。
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(3) 支払リース料、減価償却費相当額及びリース資産減損勘定取崩額

　 　 (単位：百万円)

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

支払リース料 25 11

減価償却費相当額 25 11

リース資産減損勘定取崩額 70 ―

　
(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　
２　オペレーティング・リース取引（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　 　 (単位：百万円)

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

１年内 0 2

１年超 ― 2

合計 0 4

　

(有価証券関係)

子会社株式(前事業年度の貸借対照表計上額は144百万円、当事業年度の貸借対照表計上額は144百万

円)は、市場価値がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　

EDINET提出書類

図書印刷株式会社(E00694)

有価証券報告書

78/95



　

(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

(流動資産) 　 　

賞与引当金 199百万円 197百万円

未払事業税 17百万円 20百万円

その他 57百万円 79百万円

繰延税金資産小計 274百万円 297百万円

(固定資産) 　 　

貸倒引当金 12百万円 28百万円

関係会社事業損失引当金 266百万円 290百万円

会員権等評価損 79百万円 78百万円

退職給付引当金 1,084百万円 1,140百万円

繰越欠損金 636百万円 469百万円

その他 81百万円 90百万円

計 2,160百万円 2,097百万円

評価性引当額 △432百万円 △484百万円

繰延税金資産小計 1,727百万円 1,612百万円

繰延税金資産合計 2,002百万円 1,909百万円

(流動負債) 　 　

その他有価証券評価差額金 ― 0百万円

繰延税金負債小計 ― 0百万円

(固定負債) 　 　

固定資産圧縮積立金 39百万円 34百万円

前払年金費用 19百万円 17百万円

その他有価証券評価差額金 81百万円 171百万円

その他 3百万円 2百万円

繰延税金負債小計 143百万円 224百万円

繰延税金負債合計 143百万円 225百万円

繰延税金資産の純額 1,858百万円 1,684百万円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

法定実効税率 40.2％ 37.8％

　(調整) 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.0％ 7.9％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △12.3％ △20.1％

住民税均等割等 2.8％ 5.0％

評価性引当額 △58.7％ 11.0％

役員賞与引当金繰入額 1.6％ 2.7％

のれんの償却額 9.0％ ―％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 28.9％ ―％

復興特別法人税分の税率差異 ―％ △1.7％

その他 △1.7％ △0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 14.8％ 42.1％
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 427.95円 430.34円

１株当たり当期純利益金額 6.46円 2.43円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前事業年度

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当期純利益 (百万円) 553 207

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 553 207

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数 (千株) 85,660 85,651

　
３　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前事業年度末

(平成24年３月31日)
当事業年度末

(平成25年３月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 36,657 36,856

普通株式に係る期末の純資産額 (百万円) 36,657 36,856

普通株式の発行済株式数 (千株) 86,267 86,267

普通株式の自己株式数 (千株) 610 621

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数

(千株) 85,657 85,646
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(重要な後発事象)

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

退職給付制度の改定

当社は、確定給付企業年金制度と退職一時金制度を採用しておりましたが、平成25年４月１日付で退職

金制度を最終給与比例方式からポイント制に移行するとともに、確定給付企業年金制度の退職金総額に

占める割合を、57％から「勤続ポイント」と「職能ポイント」の50％に変更し、予定利率を3.5％から

2.5％に変更しました。併せて退職金制度の基礎となる「勤続ポイント」と「職能ポイント」の25％を確

定拠出年金制度に移行しております。

これに伴い、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第1号　平成14年

１月31日）を適用し、平成26年３月期第１四半期に特別利益390百万円を計上する見込です。

なお、制度変更に伴い、過去勤務債務211百万円が発生する見込です。過去勤務債務はその発生時の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費用処理することとしております。

また、退職給付見込額の期間配分方法を期間定額基準からポイント基準に変更することにより、未認識

数理計算上の差異1,210百万円（有利差異）が発生する見込です。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘　柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）

投資

有価証券

その他

有価証券

㈱リクルートホールディングス 900,000 1,054

㈱サンリオ 100,000 419

㈱学研ホールディングス 1,153,700 320

㈱角川グループホールディングス 50,600 130

㈱三井住友フィナンシャルグループ 32,194 121

日本紙パルプ商事㈱ 306,654 91

ＤＩＣ㈱ 460,000 91

大日本スクリーン製造㈱ 143,000 62

㈱幻冬舎 185 45

㈱小森コーポレーション 36,300 36

その他　18銘柄 153,879 143

計 3,336,512 2,517
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【債券】

銘　柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額

（百万円）

有価証券

満期保有

目的の債券

大和証券㈱コマーシャルペーパー（2銘柄） 2,000 1,999

みずほ証券㈱コマーシャルペーパー（2銘
柄）

1,000 999

三菱ＵＦＪリース㈱コマーシャルペーパー 500 499

オリックス㈱コマーシャルペーパー 500 499

㈱日本ビジネスリースコマーシャルペーパー 500 499

Ｊｕｐｉｔｅｒ Ｃａｐｉｔａｌ
Ｌｉｍｉｔｅｄリパッケージ債

300 300

Ｓｈｅｒｌｏｃｋ Ｌｉｍｉｔｅｄ
リパッケージ債

300 300

小計 5,100 5,099

その他

有価証券

日本電産㈱ユーロ円建ＣＢ 300 301

小計 300 301

投資
有価証券

満期保有

目的の債券

Ｊｕｐｉｔｅｒ Ｃａｐｉｔａｌ
Ｌｉｍｉｔｅｄリパッケージ債

200 200

Ｓｈｅｒｌｏｃｋ Ｌｉｍｉｔｅｄ
リパッケージ債

200 200

シティグループ　ユーロ円債 300 300

小計 700 700

その他

有価証券

円建社債（1銘柄） 7 7

小計 7 7

計 6,107 6,107

　

【その他】

種類及び銘柄
投資口数等

（千口）

貸借対照表計上額

（百万円）

有価証券
その他

有価証券

国際証券投資信託委託ＭＭＦ 1,015,260 1,015

大和証券投資信託委託ＭＭＦ 818,738 818

計 1,833,998 1,833
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 20,625 363 483 20,50410,147 778 10,357

　構築物 833 6 33 806 572 44 233

　機械及び装置 27,125 409 1,99025,54422,744 741 2,799

　車両運搬具 175 17 13 180 154 9 25

　工具、器具及び備品 1,404 103 132 1,375 1,143 80 231

　土地 9,254 ― ― 9,254 ― ― 9,254

　建設仮勘定 8 1,260 281 987 ― ― 987

有形固定資産計 59,4272,160 2,93558,65334,7611,65423,891

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　商標権 1 ― ― 1 0 0 0

　ソフトウェア 608 35 220 422 348 65 74

　設備利用権 65 ― 1 64 26 3 37

無形固定資産計 675 35 222 488 375 68 112

長期前払費用 6 0 0 6 5 1 0

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

　― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注)　主な増減内容は次の通りであります。

種類 増加内容(百万円) 減少内容(百万円)

建物 沼津工場増改築　　　　　　　　　　 138 　　　　　　　　　 　　　　　　　　―

機械及び装置

沼津工場印刷設備　　　　　　　　　  89 沼津工場印刷設備　　　　　　　    808

川越工場製本設備　　　　　　　　　  47 沼津工場製本設備              　　146

建設仮勘定
沼津工場増改築及び印刷設備　　　 1,181　　　
　　

　　　　　　　　　 　　　　　　　　―
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【引当金明細表】

　

区　分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 176 116 15 154 122

賞与引当金 528 521 528 ― 521

役員賞与引当金 26 26 26 ― 26

役員退職慰労引当金 85 34 6 ― 113

関係会社事業損失引当金 752 66 ― ― 819

(注)  貸倒引当金の「当期減少額(その他)」のうち153百万円は、一般債権の実績率等による洗替額であり、１百万円は

債権回収による取崩額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

　

区　分 金額(百万円)

現金 4

預金 　

当座預金 380

普通預金 2,347

別段預金 1

定期貯金 1,000

郵便貯金 0

預金計 3,730

合　計 3,734

　
②　受取手形

　相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱リクルートコミュニケーションズ 511

㈱竹書房 346

㈱ぶんか社 274

㈱学研プロダクツサポート 237

㈱大修館書店 212

その他(注) 4,046

合　計 5,627

(注)　㈱第一学習社他

　

　期日別内訳

　

期　日 金額(百万円)

平成25年４月期日のもの 1,532

　 〃 　５月　　〃　　 1,634

　 〃 　６月　　〃　　 1,442

　 〃 　７月　　〃　　 636

　 〃 　８月　　〃　　 258

　 〃 　９月以降期日のもの 122

合　計 5,627
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③　売掛金

　相手先内訳
　

相手先 金額(百万円)

㈱講談社 555

学校図書㈱ 547

㈱小学館 512

㈱集英社 434

凸版印刷㈱ 374

その他(注) 7,421

合　計 9,847

(注)　㈱エンターブレイン他
　

　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　

当期首残高
(百万円)
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
(Ｃ)

当期末残高
(百万円)
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

10,126 51,390 51,669 9,847 84.0 70.9

(注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

④　商品及び製品
　

区　分 金額(百万円)

完成品 105

　

⑤　仕掛品
　

科　目 金額(百万円)

仕掛品 748

(注)　製版、印刷、製本等の仕掛中のものをいいます。

　

⑥　原材料及び貯蔵品
　

区　分 金額(百万円)

用紙 19

インキ 22

修理部品 111

版材類 7

その他 32

合　計 193
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⑦　支払手形及び設備関係支払手形

相手先内訳(支払手形)

　

相手先 金額(百万円)

関西図書印刷㈱ 523

凸版物流㈱ 478

新生紙パルプ商事㈱ 449

東洋インキ㈱ 391

日本紙パルプ商事㈱ 254

その他(注) 8,020

合　計 10,117

(注)　図書製本㈱他

　
相手先内訳(設備関係支払手形)

　

相手先 金額(百万円)

㈱大塚商会 43

アキヤマインターナショナル㈱ 32

ムラテックＣＣＳ㈱ 16

須賀工業㈱ 14

㈱関電工 10

その他(注) 78

合　計 195

(注)　芳野マシナリー㈱他

　
期日別内訳

　

期　日
支払手形
(百万円)

設備関係支払手形
(百万円)

合　計
(百万円)

平成25年４月期日のもの 2,805 31 2,836

　 〃 　５月　　〃　　 2,596 44 2,641

　 〃 　６月　　〃　　 2,118 65 2,184

　 〃 　７月以降期日のもの 2,596 53 2,649

合　計 10,117 195 10,312
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⑧　買掛金

相手先内訳

　

相手先 金額(百万円)

図書製本㈱ 819

関西図書印刷㈱ 371

新生紙パルプ商事㈱ 100

凸版印刷㈱ 85

東洋インキ㈱ 77

その他(注) 2,329

合　計 3,783

(注)　三菱製紙販売㈱他

　
⑨  退職給付引当金

　

区分 金額(百万円)

退職給付債務 7,322

年金資産 △3,584

未認識数理計算上の差異 △679

前払年金費用 45

合計 3,104

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　　三井住友信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当会社のホームページに記載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
　http://www.tosho.co.jp

株主に対する特典

1,000株以上
当社カレンダー１点
毎年９月30日（中間決算期）の最終の株主名簿に記載または記録された株主を対象と
しております。

(注)　当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

１　会社法第189条第２項各号に掲げる権利。

２　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利。

３　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利。

４　株式取扱規程に定めるところにより、その有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り

渡すことを請求する権利。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第100期(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)平成24年６月28日関東財務局長に提

出。

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

事業年度　第100期　平成24年６月28日関東財務局長に提出。

(3) 四半期報告書及び確認書

（第101期第1四半期　自平成24年４月１日　　　　　　　平成24年８月13日

 　　　　　　　　 　至平成24年６月30日）　　　　　　関東財務局長に提出

（第101期第2四半期　自平成24年７月１日　　　　　　　平成24年11月13日

 　　　　　　　 　　至平成24年９月30日）　　　　　　関東財務局長に提出

（第101期第3四半期　自平成24年10月１日　　　　　　　平成25年２月13日

　　　 　　　　　　 至平成24年12月31日）　　　　　　関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の

規定に基づく臨時報告書

平成24年６月29日関東財務局長に提出。
　

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特定子会社の異動)の規定に基づく臨時報告

書

平成25年４月１日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成25年６月27日

図　書　印　刷　株　式　会　社

取　締　役　会　御中

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐　　藤　　孝　　夫　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　鳥　　生　　　　裕　　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　武　　田　　良　　太　　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている図書印刷株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明

細表について監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証

を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸

表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討するこ

とが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、図書印刷株式会社及び連結子会社の平成25年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、図書印刷株式会社

の平成25年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、図書印刷株式会社が平成25年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

※１　上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社(有価証券報告書提出会社)が保管しております。

　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成25年６月27日

図　書　印　刷　株　式　会　社

取　締　役　会　御中

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐　　藤　　孝　　夫　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　鳥　　生　　　　裕　　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　武　　田　　良　　太　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に
掲げられている図書印刷株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第101期事業年度の財務
諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細
表について監査を行った。
　
財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当
監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と
適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並
びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、図書印刷株式会社の平成25年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

※１　上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社(有価証券報告書提出会社)が保管しております。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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